「国家公務員の新規採用抑制方針」策定に向け総務相が説明
－公務員連絡会は問題点を指摘し、慎重な検討などを申し入れー

　公務員連絡会は、５月12日、総務省から国家公務員の新規採用抑制方針について説明を受けるとともに、別紙「国家公務員の新規採用抑制方針策定に関する申入れ」を総務省に提出し、申入れ内容の実現を要請した。
　これは、４月27日の閣僚懇談会で原口総務大臣が、来年度の国家公務員の新規採用数について、地方出先機関等の新規採用者数を昨年度と比べて原則２割以内に抑制すること等により、全体として昨年度に比べおおむね半減させることを目標とした新規採用抑制方針を閣議決定するため、各大臣に協力を要請し、調整作業に入ったことを受けて行ったもの。
　これには、公務員連絡会の吉澤事務局長と国公関係組合の書記長らが参加し、総務省側は村木人事・恩給局長、川淵総務課長等が対応した。
　冒頭、吉澤事務局長が別紙を手交した上で、閣僚懇談会における原口大臣の発言内容やその後の検討状況の説明を求めたのに対し、局長は次の通り答えた。
(1) 27日の閣僚懇談会で原口大臣は、天下りのあっせんを根絶し、定年まで勤務できる環境を整備するという公務員制度改革の流れがあり、さらに公務員人件費削減という民主党の方針があり、異例のことではあるが国家公務員の新規採用を相当程度抑制する必要があるという基本方針を伝え、各大臣に協力を求めた。これは、４大臣（原口総務大臣、仙谷公務員制度改革担当大臣、枝野行政刷新担当大臣、平野官房長官）で協議した結果の基本的考え方であり、今まさに各府省と調整作業を行っている。新規採用の実務上のタイムリミットも迫っており、できるだけ早く決めないといけないが、いろんな論点があるので、今週中にできるかどうかは今の段階では申し上げられない。
(2) その中の論点として、地域主権、地方分権ということで地方出先機関について、各論はまだだが抜本的に見直しをしようという大きな流れがあり、将来的に地方に移管される機関もあるということも前提に、２割の採用に止めることにする。その他については、採用区分別に抑制幅にメリハリを付けて、全体として平成21年度の実績ベースに比べて、平成23年度はおおむね半減するという目標を立てて、各府省と調整をしている。

　説明に対し吉澤事務局長は、①天下り禁止に関わる課題として考えるのであれば、試験区分だとか機関だとか、天下っている人はどういう人かということを丁寧に検討すべきだ、②出先機関には現に仕事があるのだから、新規採用は重要なことであり、事務事業をどうするかを精査する必要がある、③これまでの定員削減や府省間配転はいくつかの府省に限定して対応してきた経過があり、配慮が必要だ、④現下の雇用情勢の中で国家公務員の採用抑制がどういう意味を持つかということなど、いろいろな論点を考える必要があることを指摘した。
　続いて、国公関係組合からは次の通り要請を行った。
(1) 自公政権下の地方分権改革では、国家公務員の定員削減を念頭に置いた施策が実施されたが、鳩山政権の地域主権戦略は、それとは違うはずである。今回の方針の策定にあたっては、国家公務員が日常行っている業務の事務量等の詳細な検討が行われたとは思えない。現在の業務だけではなく、新規施策が導入されることも予定される中で、新規採用抑制で組織人員を先細りさせることは、日頃から真面目に職務に従事している職員から大きな不安の声が上がっている。
(2) 国家公務員の新規採用・退職管理に当たっては、各府省の事務量や人員構成のバランス等を十分に検討した上で、実施すべきものである。鳩山総理も発言されているように、中長期的な方針を総合的に検討すべきであり、今後取りまとめられる公務員制度改革や地域主権改革との関連性も十分に考慮し、各府省や労働組合の意見を十分に聞くなかで、慎重に検討を進めていただきたい。
(3) 農水省では、この間、定員純減、府省間配転が行われ、平成21年度はまさにその期間であり、それが基準となって更に抑制されることになれば、採用ゼロの組織も出てくることを懸念している。植物防疫所や動物検疫所は地方出先機関に分類されているが、水際の安全対策機関であるので配慮していただきたい。
(4) 天下り禁止で人員が増えるのは本府省であり、そこは抑制せず、地方出先機関を抑制するのは問題だ。地方整備局の採用は一桁のところも半分くらいあり、効果があるのか疑問だ。本府省から率先して対応すべきだ。
(5) 財務局では５年連続で人員が減っており、新たな業務は増え、業務と人員のミスマッチは拡大している。８割減となれば大幅な欠員を生じ、質の高いサービスを提供することが困難になる。出先での人材育成にも支障が出て、本府省の仕事に影響する。
(6) 北海道開発局では、この５年間新規採用がなく、再任用も短時間のみで対応してきた。平成21年度の新採もゼロであった。仕事は増えており、職員の不安は高まっているので、こうしたことにも対応していただきたい。
(7) 国税の職場でも新規採用が抑制されれば、質の高いサービスや税務行政に対する信頼感に影響し、業務遂行が困難になってくる。また、調査、徴収では専門的なノウハウの継承も難しくなってくる。そうした状況にならないようにしていただきたい。

　最後に吉澤事務局長は、「根本的には2005年の定員純減計画まで遡らないといけない。前政権の元では総人件費削減だけを目的に進められてきたが、単に総人件費削減の観点だけでなく、公共サービスの確保の観点も踏まえて、公務員全体の定員管理をどう考えるのかということが必要である。さらに、いま各組合から申し上げた個別事情も勘案して今後の作業を進めていただきたい」と要請したのに対し、村木局長は「使用者側からもいろいろ聞いているが、いまの政権の大方針なので総務省としても聞ける話、聞けない話を整理して対応しないといけない。きめ細かくやるべきであるが、地方分権や定員管理をどうするかなどこれから詰めていかなければならないが、そこは先取りしてやらざるを得ないことにご理解願いたい。今進めているのは23年度の特例的な話なので、24年度以降はきめ細かくやらないといけないと思っている」との考えを示した。
　続けて吉澤事務局長が、現在総務省が検討している「退職管理基本方針」について、決定前に前広に説明するよう求めたのに対し、村木局長は「まだ時間もあるので十分対応したい」と答えた。




（別紙） 
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総務省人事･恩給局長
　村　木　裕　隆　 様

公務員労働組合連絡会
事務局長　 吉 澤　伸 夫

国家公務員の新規採用抑制
方針策定に関する申入れ


　日頃から国家公務員の人事行政にご尽力されていることに心から敬意を表します。
　さて、４月27日の閣僚懇談会において、総務大臣が、来年度の国家公務員の新規採用について厳しく抑制する必要があるとして、地方出先機関等の新規採用者数を昨年度と比べて原則２割以内に抑制すること等により、全体として「昨年度に比べおおむね半減させる」ことを目標とした新規採用抑制方針を閣議決定するため、各大臣に協力を要請し、調整作業に入ったと聞き及んでおります。
　この間の累次にわたる定員削減計画によって、地方出先機関等に働く職員の労働過重は極めて厳しいものがあります。仮に来年度の新規採用が２割以内に抑制されたとすれば、国民に提供する公共サービスにも大きな影響を与えかねません。また、疲弊する地域の雇用にも悪影響を与えることになります。
　他方、地域主権戦略会議における地方出先機関等の見直し作業はこれからであり、その事務・事業の見直し及びそれを踏まえた職員の移管等は明確になっておりません。鳩山政権が掲げる「地域主権」改革が、前政権のように総人件費削減を自己目的化するものであってはなりません。
　以上のことから、来年度の国家公務員の新規採用者数抑制方針の策定に当たっては、公共サービス基本法の趣旨や地方出先機関等の業務実態を踏まえ、慎重に検討すべきであると考えます。つきましては、下記事項を申し入れますので、その実現に向けて最大限努力されるよう要請します。

記


１．来年度の国家公務員の新規採用抑制の方針決定に当たっては、公共サービス基本法の趣旨や地方出先機関等における業務実態等を踏まえ、慎重な検討を行うこと。

２．来年度の新規採用抑制方針の決定に当たっては、公務員連絡会と十分協議すること。

以　上

